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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリオレフィン系樹脂１００質量部に対して、０．３～１．０質量部のサリチレート系
紫外線吸収剤、０．３～５質量部のベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤、及び０．３～５
質量部のトリアジン系紫外線吸収剤が添加されてなり、
　前記ポリオレフィン系樹脂は、エチレン－アクリル酸エチル共重合体６０～８０質量部
、エチレン－酢酸ビニル共重合体５～２０質量部、α－オレフィンコポリマー１０～２０
質量部からなることを特徴とする耐放射線性樹脂組成物。
【請求項２】
　さらに、５０質量部以上２００質量部以下の金属水和物が添加されてなることを特徴と
する請求項１に記載の耐放射線性樹脂組成物。
【請求項３】
　前記サリチレート系紫外線吸収剤が、一般式（１）で表されるものであることを特徴と
する請求項１または２に記載の耐放射線性樹脂組成物。
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【化１】

（ただし、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３及びＲ４は、それぞれ独立的に、水素原子又は炭素数１～１
０までの直鎖状若しくは分岐鎖状のアルキル基）
【請求項４】
　前記ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤が、一般式（２）で表されるものであることを
特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の耐放射線性樹脂組成物。
【化２】

（ただし、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７及びＲ８は、それぞれ独立的に、水素原子又は炭素数１～１
０までの直鎖状若しくは分岐鎖状のアルキル基または炭素数１～１０までのアルコキシ基
）
【請求項５】
　前記トリアジン系紫外線吸収剤が、少なくとも一般式（３）で表される構造を有し、前
記一般式（３）において、Ａは一般式（４）であり、かつ、Ｘ及びＹはそれぞれ独立的に
、一般式（６）で表されるトリアジン系紫外線吸収剤と、ポリ［（６－モルフォリノ－ｓ
－トリアジン－２，４－ジイル）〔２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル〕イ
ミノ］－ヘキサメチレン［（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）イミノ］
との両者を混合して用いるものであることを特徴とする請求項１～４のいずれか一項に記
載の耐放射線性樹脂組成物。

【化３】

【化４】

（ただし、Ｒ９は、水素原子、または炭素数１～１０までの直鎖状若しくは分岐鎖状のア
ルキル基、Ｒ１０及びＲ１１は、水素原子、ヒドロキシ基、炭素数１～１０までの直鎖状
若しくは分岐鎖状のアルキル基またはアルコキシ基）
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【化５】

（ただし、Ｒ１５、Ｒ１６及びＲ１７は、それぞれ独立的に、水素原子又は炭素数１～１
０までの直鎖状若しくは分岐鎖状のアルキル基または炭素数１～１０までのアルコキシ基
）
【請求項６】
　請求項１～５のいずれかに記載の耐放射線性樹脂組成物を絶縁体又はシース材料に用い
たことを特徴とする耐放射線性電線・ケーブル。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ポリオレフィン系樹脂に対して、サリチレート系紫外線吸収剤、ベンゾトリ
アゾール系紫外線吸収剤、及びトリアジン系紫外線吸収剤が添加されてなる耐放射線性樹
脂組成物、並びに、この耐放射線性樹脂組成物を絶縁体又はシース材料に用いた耐放射線
性電線・ケーブルに関する。
【背景技術】
【０００２】
　原子力発電所、放射性廃棄物貯蔵施設及び放射性物質を扱う研究・医療施設等の放射線
が存在する場所に敷設された電線・ケーブルの絶縁体・シース、樹脂製パイプ及びその他
の樹脂製品は、放射線照射を受けて劣化を生じ、その機械特性が次第に低下してきて絶縁
破壊などに到る可能性がある。
【０００３】
　例えば、特許文献１には、このような放射線照射を受ける場所で使用する、電線・ケー
ブルの絶縁体・シース等の樹脂組成物であって、ポリオレフィン系樹脂に特定の酸化防止
剤及びサリチレート系紫外線吸収剤を配合することにより、照射される放射線から防御す
るようにした耐放射線性樹脂組成物が提案されている。
　また、例えば特許文献２には、ポリオレフィン系樹脂に特定の酸化防止剤及びベンゾト
リアゾール系紫外線吸収剤を配合することにより、照射される放射線から防御するように
した耐放射線性樹脂組成物が提案されている。
【０００４】
　なお、ポリオレフィン系樹脂に耐光性を付与するためには、ベンゾトリアゾール系紫外
線吸収剤やヒンダードアミン系光安定剤が広く用いられており、例えば、非特許文献１に
は、特定のヒンダードアミン系光安定剤についての解説で、酸化防止剤と紫外線吸収剤と
の併用系で相乗効果を発揮するとの記載がある。
【特許文献１】特許第２６０８７８２号公報
【特許文献２】特開平９－１２７８６号公報
【非特許文献１】「添加剤ドットコム、耐光安定剤」、［ｏｎｌｉｎｅ］、２００５年、
チバ・スペシャルティ・ケミカルズ株式会社、［平成１７年１１月９日検索］、インター
ネット＜ＵＲＬ：ｈｔｔｐ：／／ｔｅｎｋａｚａｉ．ｃｏｍ／ｃｉｂａ／ｓｙｏｕｓａｉ
＿ｔａｉｋｏｕ．ｈｔｍｌ＃ａ７＿２＞
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、上記特許文献１及び特許文献２に記載の配合を用いたポリオレフィン系
樹脂組成物の場合には、１ＭＧｙ程度の放射線照射後に引張試験を行うと、照射前よりも
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破断伸びの著しい低下が見られ、また、ケーブル燃焼試験に合格することが困難であった
。一方、耐放射線性の向上を図って添加剤の配合量を増量した場合、その添加剤のブルー
ム（粉の噴出し）が問題となる。
【０００６】
　また、ポリオレフィン系樹脂に対してベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤及びヒンダー
ドアミン系光安定剤を併用して配合した樹脂組成物については、耐光性についての効果が
期待できるものの、放射線照射後に燃焼試験を行うと、照射前よりも難燃性が著しく低下
した。また、耐放射線性の向上を図って添加剤の配合量を増量した場合、やはり、その添
加剤のブルームが問題となる。
【０００７】
　そこで、本発明は上記従来技術の問題点に鑑みてなされたものであり、本発明が解決し
ようとする課題は、２．５ＭＧｙ程度の過酷な放射線照射を受けた後でも機械特性に優れ
、且つ、より少量の添加剤配合量で好適な耐放射線性を示して添加剤のブルームのおそれ
も少ない耐放射線性樹脂組成物、並びに、この耐放射線性樹脂組成物を絶縁体又はシース
材料に用いた耐放射線性電線・ケーブルを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の耐放射線性樹脂組成物は、ポリオレフィン系樹脂１００質量部に対して、０．
３～１．０質量部のサリチレート系紫外線吸収剤、０．３～５質量部のベンゾトリアゾー
ル系紫外線吸収剤、及び０．３～５質量部のトリアジン系紫外線吸収剤が添加されてなり
、
　前記ポリオレフィン系樹脂は、エチレン－アクリル酸エチル共重合体６０～８０質量部
、エチレン－酢酸ビニル共重合体５～２０質量部、α－オレフィンコポリマー１０～２０
質量部からなることを特徴とする。
　　また、本発明は、この耐放射線性樹脂組成物を絶縁体又はシース材料に用いた耐放射
線性電線・ケーブルを提供する。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、サリチレート系紫外線吸収剤、ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤、
及びトリアジン系紫外線吸収剤を併用することにより、相乗効果によって、ブルームのお
それのない少量の添加剤を配合することにより、ポリオレフィン系樹脂に対して高度の耐
放射線性を付与することが可能となる。そして、２．５ＭＧｙ程度の過酷な放射線照射を
行った後でも、機械特性が維持される。したがって、本発明の耐放射線性樹脂組成物を用
いた耐放射線性電線・ケーブル、その他の樹脂製品は、原子力関連施設内など、放射線照
射を受ける場所でも好適に使用することができる。
　また、本発明の耐放射線性電線・ケーブルは、放射線の存在下で使用する際に引き回し
た時の耐久性（引き回し性）に優れ、また機械特性の低下を防止することができるため、
電線やケーブルの撤去時のシースの欠落等を防止することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　本発明の耐放射線性樹脂組成物は、ポリオレフィン系樹脂１００質量部に対して、０．
３～１．０質量部のサリチレート系紫外線吸収剤、０．３～５質量部のベンゾトリアゾー
ル系紫外線吸収剤、及び０．３～５質量部のトリアジン系紫外線吸収剤が添加されてなる
。
　以下に、本発明の耐放射線性樹脂組成物及び耐放射線性電線・ケーブルに用いられるポ
リオレフィン系樹脂、サリチレート系紫外線吸収剤、ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤
、トリアジン系紫外線吸収剤、及び金属水和物、並びに、酸化防止剤、その他の添加剤等
について、詳しく説明する。
【００１１】
　＜ポリオレフィン系樹脂＞
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　本発明において、ポリオレフィン系樹脂とは、エチレン－アクリル酸エチル共重合体（
ＥＥＡ）６０～８０質量部、エチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）５～２０質量部、
α－オレフィンコポリマー１０～２０質量部からなるものが好ましい。
【００１２】
　ＥＥＡは、アクリル酸エチル（ＥＡ）の含有量が１０～１５質量％であることが好まし
い。ＥＶＡは、酢酸ビニルの含有量が１０～３０質量％であることが好ましい。α－オレ
フィンコポリマーは、ポリプロピレンと他のオレフィン（共）重合体とのブロックポリマ
ーである。オレフィン（共）重合体としては、エチレン、ブチレン、ペンチレン等の共重
合体が挙げられる。このα－オレフィンコポリマーの比重は、０．８８０～０．８９０で
あることが好ましい。
　　尚、本発明における、ポリオレフィン系樹脂は上記に挙げたポリオレフィン系樹脂に
限定されず、他のエチレンの単独重合体、エチレンと酢酸ビニル若しくはエチルアクリレ
ートとの共重合体、又は、エチレン以外のα－オレフィンとビニルモノマーとの共重合体
であっても良い。例えば、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）、超低密度ポリエチレン（Ｖ
ＬＤＰＥ）、高圧法低密度ポリエチレン、気相法超低密度ポリエチレン、直鎖状低密度ポ
リエチレン（ＬＬＤＰＥ）、気相法直鎖状低密度ポリエチレン、中密度ポリエチレン（Ｍ
ＤＰＥ）、高密度ポリエチレン（ＨＤＰＥ）、エチレン・プロピレンゴム(ＥＰＭ)、エチ
レン・プロピレン・ジエンゴム（ＥＰＤＭ）、イソブチレン・イソプレンゴム（ＩＩＲ）
、ポリプロピレン（ＰＰ）、ポリブテン－１、等を単独で、或いは混合物として用いても
良い。
【００１３】
　＜サリチレート系紫外線吸収剤＞
　ポリオレフィン系樹脂の添加剤として用いられるサリチレート系紫外線吸収剤は、本来
は紫外線を吸収して耐光性を付与するものであるが、本発明において用いるサリチレート
系紫外線吸収剤は、ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤、及びトリアジン系紫外線吸収剤
との相乗作用で、ポリオレフィン系樹脂に対して耐放射線性を付与するものである。
　本発明で用いられるサリチレート系紫外線吸収剤としては、下記一般式（１）
【００１４】

【化１】

【００１５】
（ただし、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３及びＲ４は、それぞれ独立的に、水素原子又は炭素数１～１
０までの直鎖状若しくは分岐鎖状のアルキル基である。）で表されるものが好ましく用い
られる。
　Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３及びＲ４は、好ましくは、水素原子又は炭素数１～６までの直鎖状若
しくは分岐鎖状のアルキル基であり、より好ましくは、水素原子又は炭素数３～５までの
直鎖状若しくは分岐鎖状のアルキル基である。
【００１６】
　一般式（１）で示されるサリチレート系紫外線吸収剤として、特に好ましいものとして
は、２’，４’－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒ
ドロキシベンゾエート等が挙げられる。
【００１７】
　なお、本発明で用いられるサリチレート系紫外線吸収剤としては、これらのほかに、例
えば、４－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ブチルフェニルサリチレート、４－ｔｅｒｔ－ブチル
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フェニルサリチレート、フェニルサリチレート、アミルサリチレート、メンチルサリチレ
ート、ホモメンチルサリチレート、オクチルサリチレート、４－オクチルサリチレート、
ベンジルサリチレート、ジプロピレングリコールサリチレート、エチレングリコールサリ
チレート、ｐ－イソプロパノールフェニルサリチレート、フェニル２－ヒドロキシ－３－
（１－プロペニル）ベンゾエート、２－エチルヘキシルサリチレート、トリエタノールア
ミンサリチレート、等を用いることもできる。
【００１８】
　本発明の耐放射線性樹脂組成物に添加されるサリチレート系紫外線吸収剤の添加量は、
優れた耐放射線性を得るために、１００質量部のポリオレフィン系樹脂に対して０．３質
量部以上である必要がある。また、ブルームの染み出しのおそれのないものとするために
、１００質量部のポリオレフィン系樹脂に対して１．０質量部以下である必要がある。
【００１９】
　＜ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤＞
　本発明において用いるベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤は、サリチレート系紫外線吸
収剤、及びトリアジン系紫外線吸収剤との相乗作用で、ポリオレフィン系樹脂に対して耐
放射線性を付与するものである。
　本発明で用いられるベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤としては、下記一般式（２）
【００２０】
【化２】

【００２１】
（ただし、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７及びＲ８は、それぞれ独立的に、水素原子又は炭素数１～１
０までの直鎖状若しくは分岐鎖状のアルキル基または炭素数１～１０までのアルコキシ基
である。）で表されるものが好ましく用いられる。
　Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７及びＲ８は、好ましくは、水素原子又は炭素数１～６までの直鎖状若
しくは分岐鎖状のアルキル基または炭素数１～６までのアルコキシ基であり、より好まし
くは、水素原子又は炭素数３～５までの直鎖状若しくは分岐鎖状のアルキル基、または炭
素数３～５までの直鎖状若しくは分岐鎖状のアルコキシ基である。
【００２２】
　上記一般式（２）で示されるベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤として、特に好ましい
ものとしては、２－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ペンチル－２－ヒドロキシフェニル）－２
Ｈ－ベンゾトリアゾール等が挙げられる。
【００２３】
　なお、本発明で用いられるベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤としては、これらのほか
に、例えば、２－（２－ヒドロキシ－４－オクチロシキフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリア
ゾール、２－（２－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール等が
挙げられる。
【００２４】
　本発明の耐放射線性樹脂組成物に添加されるベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤の添加
量は、優れた耐放射線性を得るために、１００質量部のポリオレフィン系樹脂に対して０
．３質量部以上である必要がある。また、１００質量部のポリオレフィン系樹脂に対して
５質量部以下であれば、ブルームの染み出しがないことが確認されている。５質量部以上
に関しては、更に検討を進めている。
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　＜トリアジン系紫外線吸収剤＞
　ポリオレフィン系樹脂の添加剤として用いられるトリアジン系紫外線吸収剤は、本来は
紫外線を吸収して耐光性を付与するものであるが、本発明において用いるトリアジン系紫
外線吸収剤は、サリチレート系紫外線吸収剤、及びベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤と
の相乗作用で、ポリオレフィン系樹脂に対して耐放射線性を付与するものである。
　本発明で用いられるトリアジン系紫外線吸収剤としては、少なくとも下記一般式（３）
【００２６】
【化３】

【００２７】
で表される構造を有する分子からなる。上記一般式（３）におけるＡは、下記一般式（４
）
【００２８】

【化４】

【００２９】
（ただし、Ｒ９、Ｒ１０及びＲ１１は、それぞれ独立的に、水素原子又は炭素数１～１０
までの直鎖状若しくは分岐鎖状のアルキル基または炭素数１～１０までのアルコキシ基で
ある。）
で表されるものが好ましい。Ｒ９、Ｒ１０及びＲ１１は、好ましくは、水素原子又は炭素
数１～６までの直鎖状若しくは分岐鎖状のアルキル基、または炭素数１～６までのアルコ
キシ基であり、より好ましくは、水素原子又は炭素数３～５までの直鎖状若しくは分岐鎖
状のアルキル基、または炭素数３～５までの直鎖状若しくは分岐鎖状のアルコキシ基であ
る。
【００３０】
　また、上記一般式（３）におけるＸ及びＹは、それぞれ独立的に、下記一般式（５）
【００３１】
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【化５】

【００３２】
（ただし、Ｒ１２、Ｒ１３及びＲ１４は、それぞれ独立的に、水素原子又は炭素数１～１
０までの直鎖状若しくは分岐鎖状のアルキル基または炭素数１～１０までのアルコキシ基
）若しくは下記一般式（６）
【００３３】

【化６】

【００３４】
（ただし、Ｒ１５、Ｒ１６及びＲ１７は、それぞれ独立的に、水素原子又は炭素数１～１
０までの直鎖状若しくは分岐鎖状のアルキル基または炭素数１～１０までのアルコキシ基
）で表されるものが好ましい。Ｒ１２、Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６及びＲ１７は、
好ましくは、水素原子又は炭素数１～６までの直鎖状若しくは分岐鎖状のアルキル基また
は炭素数１～６までのアルコキシ基であり、より好ましくは、水素原子又は炭素数３～５
までの直鎖状若しくは分岐鎖状のアルキル基、または炭素数３～５までの直鎖状若しくは
分岐鎖状のアルコキシ基である。
　トリアジン系紫外線吸収剤は、さらに、下記一般式（７）
【００３５】
【化７】

【００３６】
（ただし、Ｒ１８は、水素原子、ヒドロキシ基、炭素数１～１０までの直鎖状若しくは分
岐鎖状のアルキル基又は炭素数１～１０までの直鎖状若しくは分岐鎖状のアルコキシ基）
で表される構造を有していても良い。Ｒ１８は、好ましくは、水素原子、ヒドロキシ基、
炭素数１～６までの直鎖状若しくは分岐鎖状のアルキル基、または炭素数１～６までの直
鎖状若しくは分岐鎖状のアルコキシ基である。
　一般式（６）で表されるトリアジン系紫外線吸収剤の好ましいものとしては、２－［４
，６－ビス（２，４－ジメチルフェニル）－１，３，５、－トリアジン－２－イル］－５
－（オクチルオキシ）フェノール等が挙げられる。また、一般式（７）で表されるトリア
ジン系紫外線吸収剤の好ましいものとしては、ポリ［（６－モルフォリノ－ｓ－トリアジ
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ン－２，４－ジイル）〔２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル〕イミノ］－ヘ
キサメチレン［（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）イミノ］等が挙げら
れる。上記一般式（６）で表されるトリアジン系紫外線吸収剤と、上記一般式（７）で表
されるトリアジン系紫外線吸収剤との両者を混合して用いることが好ましい。
【００３７】
　なお、本発明で用いられるトリアジン系紫外線吸収剤としては、これらのほかに、例え
ば、２－（４，６－ジフェニル－１，３，５－トリアジン－２－イル）－５－［（ヘキシ
ル）オキシ］－フェノール、２－［４，６－ビス（２，４－ジメチルフェニル）－１，３
，５－トリアジン－２－イル］－５－（オクトキシ）フェノール、等が挙げられる。
【００３８】
　本発明の耐放射線性樹脂組成物に添加されるトリアジン系紫外線吸収剤の添加量は、優
れた耐放射線性を得るために、１００質量部のポリオレフィン系樹脂に対して０．３質量
部以上である必要がある。また、１００質量部のポリオレフィン系樹脂に対して５質量部
以下であれば、ブルームの染み出しがないことが確認されている。５質量部以上に関して
は、更に検討を進めている。
【００３９】
　＜金属水和物＞
　本発明で用いられる金属水和物としては、例えば、水酸化マグネシウム、水酸化アルミ
ニウム等が挙げられる。これらはそのまま使用しても良いが、ポリオレフィン系樹脂との
相溶性を高めるために、シランカップリング処理、又は高級脂肪酸処理等の表面処理が施
されたものが好ましい。
【００４０】
　本発明の耐放射線性樹脂組成物に添加される金属水和物の添加量は、優れた難燃性を得
るために、１００質量部のポリオレフィン系樹脂に対して５０質量部以上であることが好
ましい。また、２００質量部までの添加については、優れた難燃性を有することが確認さ
れている。２００質量部以上に関しては、更に検討を進めている。
【００４１】
　＜酸化防止剤＞
　本発明の耐放射線性樹脂組成物には、酸化防止剤を添加剤として含むことができる。フ
ェノール系酸化防止剤、特にヒンダードフェノール系酸化防止剤を含むことが好ましい。
　フェノール系酸化防止剤としては、例えば、ペンタエリスリチル－テトラキス［３－（
３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、チオジエ
チレンビス（３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオ
ネート）、オクタデシル－１－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニ
ル）プロピオネート）、１，３，５－トリス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒド
ロキシベンジル）－１，３，５－トリアジン－２，４，６（１Ｈ，３Ｈ，５Ｈ）トリオン
、イソオクチル（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネ
ート、１，３，５－トリス（４－ｔｅｒｔ－ブチル－３－ヒドロキシ－２，６－ジメチル
－ベンジル）－ｓｙｍ－トリアジン－２，４，６（１Ｈ，３Ｈ，５Ｈ）トリオン、１，３
，５－トリメチル－２，４，６－トリス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキ
シベンジル）ベンゼン、トリス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファイト
、等が挙げられる。
【００４２】
　本発明の耐放射線性樹脂組成物に添加される酸化防止剤の添加量としては、１００質量
部のポリオレフィン系樹脂に対して、０．１質量部以上が好ましく、０．１～５質量部が
より好ましい。
【００４３】
　＜その他の添加剤＞
　本発明の耐放射線性樹脂組成物には、上記の他にも、公知の樹脂組成物に通常用いられ
る各種の補助資材を添加剤として含むことができる。このような補助資材としては、安定
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剤、充填剤、着色剤、難燃剤、カーボンブラック、架橋剤、滑剤、加工性改良剤、帯電防
止剤等がある。
【００４４】
　＜耐放射線性電線・ケーブル＞
　本発明の耐放射線性樹脂組成物は、絶縁体又はシース材料として用いて、通常の方法に
従って導体を被覆することにより、図１に示すように、電線又はケーブルとすることがで
きる。
【実施例】
【００４５】
　以下に、本発明の実施例について説明する。各試験例の耐放射線性樹脂組成物の組成及
び評価結果を表１及び表２に示した。
【００４６】
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【表１】

【００４７】
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【表２】

【００４８】
　［耐放射線性樹脂組成物及びケーブルの作製］
　（１）表１及び表２に示す各種組成について、１７０℃の密閉型混練機で均一に分散さ
せてポリオレフィン系樹脂組成物を得た（試験例１～２８）。
　（２）（１）で得られた各ポリオレフィン系樹脂組成物から、圧縮成型機で１６０℃、
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１５０ｋｇｆ／ｃｍ２（１０分間加圧）の条件にて厚さ２ｍｍのプレスシートを作製した
。
　（３）（１）で得られたポリオレフィン系樹脂組成物（試験例１～２８）を造粒物とし
た。その後、９ｍｍφの導体１１に架橋ポリエチレンを被覆して１２ｍｍφの絶縁体１２
とし、これに上記の造粒物を更に被覆してシース１３として、１５ｍｍφのケーブル１を
作製した（図１）。
【００４９】
　［評価方法］
　（放射線照射）
　上記（２）で作製した各プレスシート及び上記（３）で作製した各ケーブルについて、
コバルト６０を線源とするγ線を、室温、線量率５ｋＧｙ／ｈで、２．５ＭＧｙまで放射
線照射した。
【００５０】
　（機械特性評価）
　上記放射線照射前後における各プレスシートについて、次の方法で機械特性評価を行っ
た。それぞれのプレスシートよりＪＩＳ３号ダンベルを打ち抜き、２００ｍｍ／ｍｉｎ．
の引張速度で引張試験を実施した。照射前についてはＪＩＳＣ３６０５「６００Ｖポリエ
チレンケーブル」の耐燃性ポリエチレンシースに相当するそれぞれ破断強度１０ＭＰａ以
上、破断伸び３５０％以上を合格（○）とし、それらを下回るものを不合格（×）とした
。また、照射後については自己径で巻いた際に亀裂が入らないための目安として、破断伸
び５０％以上を合格（○）とし、破断伸び５０％未満を不合格（×）とした。
【００５１】
　（難燃性評価）
　上記（３）で作製した上記放射線照射前後の各ケーブルについて、ＪＩＳ　Ｃ３５２１
に準拠して、垂直トレイ燃焼試験を実施した。それぞれ、長さ２４００ｍｍの試料ケーブ
ル７本を準備し、７本全てのケーブルの燃焼が途中で自然停止したものを合格（○）、い
ずれか１本以上の試料ケーブルの最上部まで燃え上がったものを不合格（×）とした。
【００５２】
　（ブルーム性評価）
　上記（２）で作製した各プレスシートを、５０℃の恒温槽中に１４日間保管し、表面に
白い粉体の染み出しが確認できないものを合格（○）とし、染み出しが確認できたものを
不合格（×）とした。
【００５３】
　（曲げ試験）
　上記（３）で作製した上記放射線照射前後の各ケーブルを、自己径の４倍の径を有する
マンドレル（mandrel）に３往復巻きつけて、曲げ試験を実施した。ケーブルの絶縁体ま
で貫通するひび割れが起こらないものを合格（○）とし、絶縁体にまで達したひび割れを
確認できたものを不合格（×）とした。
【００５４】
　［評価結果］
　（試験例１～１５）
　試験例１は、２８％の酢酸ビニル成分を含むＥＶＡ樹脂（三井デュポンポリケミカル社
製ＥＶ２７０）２０質量部、ＥＥＡ樹脂（日本ポレエチレン社製　レクスパールＡ１１５
０）６０質量部、α－オレフィンコポリマー（三井化学社製　タフマーＭＡ８５１０）２
０質量部を配合したポリオレフィン系樹脂１００質量部に対して、０．５質量部のサリチ
レート系紫外線吸収剤（２’，４’－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル３，５－ジ－ｔｅｒ
ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンゾエート、シプロ化成社製ＳＥＥＳＯＲＢ７１２）、０
．５質量部のベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤（２－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ペンチ
ル－２－ハイドロキシフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、シプロ化成社製ＳＥＥＳ
ＯＲＢ７０４）、０．５質量部のトリアジン系紫外線吸収剤（サイテック社製ＣＹＡＳＯ
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ＲＢ　ＴＨＴ　４６１１）、及び１質量部のヒンダードフェノール系酸化防止剤（ペンタ
エリスリチル－テトラキス［３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェ
ニル）プロピオネート］、テトラエステル型高分子量ヒンダードフェノール、旭電化工業
社製ＡＯ－６０）を添加した耐放射線性樹脂組成物、及びこれをシース材料に用いた耐放
射線性ケーブルである。試験例２は、試験例１において、ＥＶＡ樹脂、ＥＥＡ樹脂及びα
－オレフィンコポリマーを、２０質量部、７０質量部及び１０質量部とした以外は、試験
１と同様にしたものである。試験例３は、試験例１において、ＥＶＡ樹脂、ＥＥＡ樹脂及
びα－オレフィンコポリマーを、１０質量部、７５質量部及び１５質量部とした以外は、
試験例１と同様にしたものである。試験例４は、試験例１において、ＥＶＡ樹脂、ＥＥＡ
樹脂及びα－オレフィンコポリマーを、１０質量部、８０質量部及び１０質量部とした以
外は、試験例１と同様にしたものである。試験例５は、試験例１において、ＥＶＡ樹脂、
ＥＥＡ樹脂及びα－オレフィンコポリマーを、５質量部、７５質量部及び、２０質量部と
した以外は、試験例１と同様にしたものである。試験例６～７は、試験例１において、サ
リチレート系紫外線吸収剤、ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤、及びトリアジン系紫外
線吸収剤を、それぞれ０．３質量部、１質量部とした以外は、試験例１と同様にしたもの
である。試験例８～９は、試験例１において、サリチレート系紫外線吸収剤を１質量部と
し、さらにベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤、及びトリアジン系紫外線吸収剤を、それ
ぞれ３質量部、５質量部とした以外は、試験例１と同様にしたものである。試験例１０～
１３は、試験例１において、さらに水酸化マグネシウム（協和化学工業製　キスマ５Ａ）
を、それぞれ５０質量部、１００質量部、１５０質量部、２００質量部配合したものであ
る。試験例１４～１５は、試験例１において、酸化防止剤をそれぞれ０．１、５質量部と
したものである。
　表１から明らかなように、試験例１～１５は、いずれも、２．５ＭＧｙ程度の非常に過
酷な放射線照射を行った後でも、優れた耐放射線性（機械特性・曲げ特性）及び低ブルー
ム性を示した。さらに、水酸化マグネシウムを５０～２００質量部配合した試験例１０～
１３は、優れた難燃性を示した。また、オレフィン系樹脂に添加するサリチレート系樹脂
組成物、ベンゾトリアゾール系樹脂組成物、及びトリアジン系樹脂組成物は、それぞれ０
．３質量部添加すればよく、より少ない添加量で優れた耐放射線性を示した。
【００５５】
　（試験例１６～２８）
　試験例１６は、試験例１に対して、サリチレート系紫外線吸収剤、ベンゾトリアゾール
系紫外線吸収剤、及びトリアジン系紫外線吸収剤を欠くものである。試験例１７は、試験
例１において、ＥＶＡ樹脂、ＥＥＡ樹脂及びα－オレフィンコポリマーを、５質量部、９
０質量部及び５質量部とした以外は、試験例１と同様にしたものである。試験例１８は、
試験例１において、ＥＶＡ樹脂、ＥＥＡ樹脂及びα－オレフィンコポリマーを、２０質量
部、５５質量部及び２５質量部とした以外は、試験例１と同様にしたものである。試験例
１９は、試験例１において、ＥＶＡ樹脂、ＥＥＡ樹脂及びα－オレフィンコポリマーを、
３０質量部、７０質量部及び０質量部とした以外は、試験例１と同様にしたものである。
試験例２０は、試験例１において、ＥＶＡ樹脂、ＥＥＡ樹脂及びα－オレフィンコポリマ
ーを、０質量部、７０質量部及び３０質量部とした以外は、試験例１と同様にしたもので
ある。試験例２１は、試験例１において、ＥＶＡ樹脂、ＥＥＡ樹脂及びα－オレフィンコ
ポリマーを、２５質量部、７０質量部及び５質量部とした以外は、試験例１と同様にした
ものである。試験例２２は、試験例１において、サリチレート系紫外線吸収剤を０．２質
量部とした以外は、試験例１と同様にしたものである。試験例２３は、試験例１において
、ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤を０．２質量部とした以外は、試験例１と同様にし
たものである。試験例２４は、試験例１において、トリアジン系紫外線吸収剤を０．２質
量部とした以外は、試験例１と同様にしたものである。試験例２５は、試験例１において
、サリチレート系紫外線吸収剤を１．２質量部とした以外は、試験例１と同様にしたもの
である。試験例２６は、試験例１に対して、サリチレート系紫外線吸収剤、ベンゾトリア
ゾール系紫外線吸収剤、及びトリアジン系紫外線吸収剤を欠き、水酸化マグネシウムを５
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０質量部配合したものである。試験例２７は、試験例１において、さらに水酸化マグネシ
ウムを、それぞれ３０質量部配合したものである。試験例２８は、試験例１において、サ
リチレート系紫外線吸収剤を１．２質量部とし、さらに水酸化マグネシウムを５０質量部
配合したものである。
　表２から明らかなように、ポリオレフィン系樹脂を構成する各樹脂の含有量が本発明の
範囲から逸脱する場合（試験例１７～２１）、サリチレート系紫外線吸収剤、ベンゾトリ
アゾール系紫外線吸収剤、トリアジン系紫外線吸収剤を欠くか含有量が本発明の範囲から
逸脱する場合（試験例１６、２２～２６、２８）は、本発明の効果を奏し得ないことが明
らかである。さらに、サリチレート系紫外線吸収剤、ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤
、及びトリアジン系紫外線吸収剤を欠く場合（試験例２６）、水酸化マグネシウムを配合
しても機械特性、難燃性は向上しなかった。サリチレート系紫外線吸収剤の配合量が１質
量部を超える場合（試験例２５、２８）、ブルームが発生した。また、水酸化マグネシウ
ムを５０質量部未満で配合しても十分な難燃性は得られなかった（試験例２７）。
【産業上の利用可能性】
【００５６】
　本発明は、電線・ケーブルの絶縁体・シース等の樹脂組成物に適用でき、特に放射性物
質を扱う場所（事業所等）で敷設等する場合に利用が可能である。
【図面の簡単な説明】
【００５７】
【図１】図１は、本発明の耐放射線性ケーブルを示した概略図である。
【符号の説明】
【００５８】
　１：耐放射線性ケーブル、１１：導体、１２：絶縁体、１３：シース。　

【図１】
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